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 本指針（ガイドライン）は、同志社大学における障がいのあるすべての学生に関わる修

学支援について定めるものとする。 

 

１．基本原則 

１）同志社大学は、本学に在籍する障がいのある学生が健常の学生と等しい条件のもと

で、学生生活が送れるよう授業保障、情報保障を中心に修学支援を行うものとする。 

２）学長は、本指針（ガイドライン）に定める目的を達成し、効果的な支援を遂行する

ため必要な規程の整備、予算措置を講ずるよう努めるものとする。 

３）修学支援は、本学におけるこれまでの先進的な取組みをもとに行うものとする。 

なお、支援内容の判断が困難な場合には、障害者基本法に定める「合理的配慮」並び

に文部科学省の「障がいのある学生の修学支援に関する検討会」報告（第一次まとめ）

が定める基準、取扱いを参考とする。 

※「合理的配慮」等については、別紙、【参考】資料参照。 

４）障がいのある学生に対する修学支援は、原則として本人（及び保護者）からの支援

要請に基づき行うものとする。 

５）成績評価については、「ダブル・スタンダード」は設けない。その他、具体的な修学

支援内容は、原則として受験時、入学時、学年変更時の面談の際、大学（学部、障

がい学生支援室等）と本人（及び保護者）が、十分な合意形成・共通理解を図った

うえで決定し、大学から提供するものとする。 

   ただし、支援内容の決定時期については、本人の障がいの程度、合意形成・共通理

解が得られた時期等を勘案し、柔軟に対応するものとする。 

２．修学支援内容について 

１）前掲の基本原則のもとに、障がいのある学生の一人ひとりの修学支援の要望に基づ 

き、大学の関係部署が緊密に連携、協力して個別対応を行う。 

２）個別対応の具体的事例は、別途、定める。 

３．この指針（ガイドライン）に関する事務は、学生支援センター障がい学生支援室が行

う。 

４．この指針（ガイドライン）の改廃は、学生主任会議の審議を経て、学長が決定する。 

  付 則 

この指針（ガイドライン）は、2015年 4月 1日から施行する。 

 

 



【参 考】 

１）国連・障害者の権利に関する条約について 

・「障害者の権利に関する条約（以下、「障害者権利条約」という。）」は、2006 年 12

月に国連総会で採択され、2008 年 5 月に発効した。日本は、2007 年 9 月に同条約

に署名しており、2011年 8月に障害者基本法の改正を行うなど、条約締結に向けた

取組が進められている。 

  ・「障害者権利条約」では、第 24 条（教育）において、教育についての障がい者の権

利を認め、この権利を差別なしに、かつ、機会の均等を基礎として実現するため、

障がい者を内包する教育システム等を確保することとし、その権利を確保するもの

のひとつとして、「個人に必要とされる合理的配慮が提供されること」とする。 

２）高等教育における「合理的配慮」について 

  ・高等教育における「合理的配慮」（reasonable accommodation の訳語）の定義につ

いては、2012 年 12 月に出た文部科学省の「障がいのある学生の修学支援に関する

検討会」報告（第一次まとめ）（以下、「報告（第一次まとめ）」という。）で定めた

ものに準拠するものとする。 

  ・「障害者基本法」第 4 条では、「社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者

が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを怠ることによ

って前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的

な配慮がなされなければならない」としている。 

３）障がいのある学生の定義とその範囲について 

  ・障害者基本法第２条では、障がい者とは「身体障害、知的障害、精神障害（発達 

障害含む）、その他の心身の機能の障害（以下、「障害」という。）がある者であって、 

障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状 

態にあるもの」と定める。また、社会的障壁とは、「障害がある者にとって日常生活 

又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念そ 

の他一切のもの」と定義している。 

 したがって、「障がいのある学生」の範囲は、「障がい及び社会的障壁により継続

的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある学生」とする。（報告（第

一次まとめ）） 

 ４）学生の範囲、学生の活動の範囲等その他の事項について 

  ・学生の範囲（正規学生、聴講生など）、活動の範囲（授業、課外活動、学校行事等）、 

合理的配慮の考え方（機会の確保、情報公開、決定過程、教育方法等、支援体制、 

施設・設備）については、報告（第一次まとめ）の定めに準拠するものとする。 

  ・上記に記載したもの以外で、その他必要となる事項については、当面の間、報告（第

一次まとめ）の定めに準拠するものとする。 

                                 以 上 


